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研究成果の概要： 
近年頻発する水循環の極端事象の個々の発生，拡大，終息の物理的メカニズムを理解し，地
球温暖化による極端事象への影響を定量的に理解し，極端事象に対する防災計画見直しの指針
を得ることを目的として，地球規模の統合的で集中的な水循環データおよび長期再解析データ，
気候変動予測モデルによる出力と，データ統合・解析システムを用いて，梅雨前線による我が
国の豪雨の発生，拡大，終息の物理的メカニズムの理解，気候変動による豪雨発生の影響評価，
気候変動下での極端事象（豪雨，渇水）に対する河川・水資源分野での適応策の指針を得るた
めの情報提供に関する研究を実施した． 
これらの極端事象を従来どおり定常確率過程の中の特異現象として捉えるべきか，あるいは
環境変動の移行期に現れる動的な現象として捉えるべきかについて，地球規模の統合的で集中
的な水循環データおよび長期再解析データ，気候変動予測モデルによる出力と，データ統合・
解析システムを用いて，統合・解析手法のプロトタイプが構築された． 
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１．研究開始当初の背景 
これまでの水循環の極端事象の研究の主
眼は，ある地域での長期観測データを用いた
発生頻度やインパクトの大きさの変化の解
析か，個々の事象を気象，海象，水文事象と
のアノマリー（異常性との関連で定性的に捉

えるものがほとんどであった．しかし局所規
模の極端事象も，地域規模～全地球規模の事
象と密接に関連することが近年指摘されて
おり，その間の物理的メカニズムが定量的に
解明されない限り，有効な予測手段が講じら
す，これらの極端事象がもたらす災害被害を
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軽減できないとされている． 
また防災計画においては，これらの極端事
象を従来どおり定常確率過程の中の特異現
象として捉えるべきか，すなわち確率年の導
入による計画規模の決定を踏襲するか，ある
いは環境変動の移行期に現れる動的な現象
として捉え，確率年にかわる新たな計画論を
構築していくべきかるべきかについては，地
球温暖化が治水，利水上の問題として取り扱
われるようになった 1990 年代当初からの懸
案事項でありながら，研究，行政双方とも有
効な方向性を打ち出せないでいる． 
本研究はこれらの問題に対して，長期的デ
ータと，気候変動予測モデル出力，および世
界で始めて実施されている統合的・集中的な
観測データを，世界最先端のデータ統合・解
析システムを用いて，初めて正面から取り組
む研究提案である 
 
２．研究の目的 
地球規模の統合的で集中的な水循環デー
タおよび長期再解析データ，気候変動予測モ
デルによる出力と，データ統合・解析システ
ムを用いて，近年頻発する水循環の極端事象
の個々の発生，拡大，終息の物理的メカニズ
ムと，これらの極端事象の間に存在する共通
性と特異性を見出し，地球温暖化による影響
を定量的に理解し，極端事象に対する防災計
画見直しの指針を得る．すなわち，これらの
極端事象を従来どおり定常確率過程の中の
特異現象として捉えるべきか，あるいは環境
変動の移行期に現れる動的な現象として捉
えるべきかの知見を得る．さらにこれによっ
て得られる知見と気候変動予測モデルの複
数の出力を用いて，気候変動による極端事象
の変動特性を明らかにし，それが河川・水資
源管理に与える影響を評価する． 
 
３．研究の方法 
 本研究では，大容量の数値気象予測モデル
出力，再解析出力，複数の気候変動予測モデ
ル出力，地上観測データ，河川管理データを
使用して，統合的な解析を実施する．そのた
めには，超大容量のデータを統合，解析する
とともに，社会経済情報などとの融合をおこ
ない，地球規模の環境問題や大規模自然災害
等の脅威に対する適応策の策定や危機管理
に資する情報に変換しなければならない． 
本研究では，超大容量の磁気ディスクスト
レージシステムと相互利用性機能を有する
データ基盤である「データ統合・解析システ
ム（DIAS：Data Integration & Analysis 
System）」を用いた． 
DIAS は第３期科学技術基本計画の５つの
国家基幹技術の一つである「海洋地球観測探
査システム」の基幹要素として，地球規模観
測や各地域での観測で得られたデータを収

集，永続的な蓄積，統合，解析するとともに，
社会経済情報などとの融合をおこない，地球
規模の環境問題や大規模自然災害等の脅威
に対する，危機管理に有益な情報へと変換し
て，国内外に提供することにより，日本国の
総合的な安全保障や国民の安全・安心の実現
に資することを目的としている（DIAS，
2009）． 
 本研究で下記データを利用した． 
(1)アメダスデータ 
(2)統合地球水循環強化観測期間 (CEOP) プ
ロジェクトデータ 
(3)長期再解析データ 
(4)CMIP3データセット 
 
４．研究成果 
(1)梅雨前線豪雨と広域場の関係の理解 
1) 目的と方法論 
気象庁ホームページで公開されている「災
害をもたらした気象事例（昭和20年～63年，
平成元年～17年）の，1979～2004年の6～8
月に起きた豪雨事例の中から，日本列島での
降水が台風・熱帯低気圧の影響を受けていな
いと考えられる事例を解析対象とした．長期
にわたる場合は，各事例の「概要」，「日々の
概況」，「期間内での観測値」の「アメダスで
の観測値 値の大きい方から10地点（日最大
降水量・最大1時間降水量）を参考にし，35
事例を抽出して，トラジェクトリー解析と偏
差解析をおこなった．  
 
2)解析結果 
 35事例の広域場の状態を観察すると，いく
つかの特徴的な地域・状態の存在が見えてく
る．その中から，豪雨の要因と考えられる下
記の６項目の特徴を選択し、解析した． 
a) 太平洋高気圧の強化 
b) オホーツク海の気圧変動 
c) 低圧偏差の存在 
d) MA-3の強化 
e) 湿舌の水蒸気量の増加 
f) 少雨年との比較 
 
3)結論 
様々な風の場が相互に作用しながら，複雑
なモンスーン循環を形成しており，梅雨期の
日本周辺も例外ではない．どのような風の場
のときに，豪雨が発生するのか，また，その
ときに水蒸気はどこから運ばれてくるのか
を解析するために，後方トラジェクトリー解
析をおこなった． 
トラジェクトリー解析の結果，大気下層で
は南西風，上層では偏西風ジェットによる水
蒸気輸送が多いことが確認された．続いて，
ジオポテンシャル高度，水平風，比湿，気温
に着目し，豪雨が発生したときの5日平均場
の，6～8月の平均場からの偏差を求めた．ト



 

 

ラジェクトリー解析の結果と照らし合わせ
ながら考察をおこない，「顕著な太平洋高気
圧もしくはオホーツク海高気圧が，隣接する
低圧場と収束域を形成し，豪雨をもたらす．
多くの事例で，太平洋高気圧の西方への遷移
が観察でき，それによって強化された南西風
が，収束域に水蒸気をもたらす．」という知
見を獲得した． 
 
 
(2)気候変動の夏季豪雨への影響 
1)背景と目的 
本研究では，特に日本周辺域の夏季豪雨を
対象とし，多数の全球大気海洋結合モデル
（AOGCM）のシミュレーションにより再現さ
れた降水出力を直接用いるのではなく，比較
的不確定性の低い気象要素を指標として，豪
雨日を判別し，豪雨日数の変化をもって夏季
豪雨の変動特性を明らかにする統計的な手
法の開発とその適用結果を報告する． 
 
2)解析対象と解析手法 
UTC日降水量100mm以上を豪雨事例と定義
し，降水量の観測データ（アメダスデータ）
を用い，1979～2004年について，豪雨事例と
非豪雨事例を分類した．次に，再解析データ
（JRA-25データセット）の７つの気象要素
（海面更正気圧，850hpa・500hpaの比湿，気
温，発散）から，2つの気象要素の組み合わ
せ（21組）について，豪雨事例と非豪雨事例
を判別する判別関数を導出した．得られた21
個の判別関数のうち，最適なものを選択し，
15個の AOGCMシミュレーションの出力結果
（CMIP3データセット）に適用し，1979～2000
年，2046～2065年，2081～2100年の豪雨日
数の割合を求めた．AOGCMごとに 3期間の比
較をおこない，豪雨頻度の増減を調べた． 
対象は，日本全国に置かれた，6つの管区
気象台（札幌，仙台，東京，大阪，福岡，沖
縄）の内，沖縄を除いた，5つの管区気象台
について，それぞれの気象台管内を一つの地
域として，解析対象領域に設定した．  
現在気候の解析においては，JRA-25データ
セットの1979～2004年，CMIP3データセット
の 20C3M実験結果の 1979～2000年を，将来
気候の解析においては，CMIP3データセット
の各シナリオ実験結果の 2046～2065年（本
研究では，将来前期と呼ぶ．），2081～2100年
（将来後期）を解析対象期間とした．また，
夏季豪雨を対象とするため，5～8月に限定し
た． 
豪雨事例の判別については，フィッシャー
の線形判別関数を用いた判別分析（Everitt，
2007）をおこなった．判別分析とは，事前に
与えられている観測値が異なる群に分かれ
ることが明らかな場合，新しい観測値データ
に対して，どちらの群に入るのかを判別する

ための基準（判別関数）を得るための手法で
ある． 
 
3)解析結果 
i)判別関数の導出 
 判別関数の導出においては，JRA-25データ
セット（1979～2004年）を使用し，奇数年を
判別関数導出のためのトレーニングデータ，
偶数年を判別関数の精度確認のためのテス
トデータとした．変数は，850hpa面と500hpa
面上の発散（dv）・比湿（hus）・気温（ta），
及び海面更正気圧（psl）の7つの変数から，
2変数を選択した． 
5つの解析領域に共通して，500hpa面比湿
（hus500）と海面更正気圧（psl）の組み合
わせが，Eが良好な値（すべての解析領域で，
1番目か2番目に小さい値）を示した．500hpa
比湿が高いこと，すなわち，500hpa面の大気
中層に水蒸気量が多く含まれていることは，
可降水量が多いことを含意しており，これに
より降水現象が持続するため，豪雨を引き起
こすものと考えられる．また，海面更正気圧
が低ければ，低圧場が形成され，豪雨の発生
要因になる． 
また，850hpa面発散（dv850）と850hpa面
比湿（hus850）も，各解析領域に共通して比
較的安定した地位（絶対的な値でなく，他の
気象要素の組み合わせとの相互比較）を示し
た．これは，850hpa面比湿が高い，すなわち，
大気下層の水蒸気量が多ければ，豪雨が発生
しやすくなるため，と考えられる．また，
850hpa面発散が負，すなわち，大気下層が収
束場であることも，豪雨の発生要因になって
いると考えられる．しかし，安定していると
いえども，札幌は6番目，仙台は8番目，東
京は6番目，大阪は4番目，福岡は4番目に
E尺度が小さい値であり，上述の500hpa面比
湿と海面更正気圧の組み合わせと比較する
と，その違いは大きかったので．将来気候の
解析には採用しなかった． 
2変数から 3変数に拡張して判別分析をお
こなうと，トレーニングデータのE尺度は大
きく改善するが，テストデータのE尺度の改
善の程度は顕著なものではなかった．すなわ
ち，3変数への拡張は，トレーニングデータ
で採用した事例（1979～2004年奇数年の非豪
雨・豪雨事例）の個別性をより強く反映する
こととなる．観測データを基礎とするJRA-25
データセットにより導出した判別関数を，気
候モデルによるシミュレーションという異
なる起源を有するCMIP3データセットに適用
することを考えれば，JRA-25データセットの
個別性の反映をできる限り小さくするよう，
簡易な判別関数により解析をおこなうこと
が好ましい．したがって，JRA-25データセッ
トのテストデータのE尺度の値の改善をもっ
て，変数を増やすことは，いたずらにJRA-25



 

 

データセットの個別性の反映を助長するこ
とになるため，将来気候の解析には採用しな
かった． 
以上より，500hpa面比湿と海面更正気圧の
組み合わせにより求められた判別関数を，
CMIP3データセットに適用する際の判別関数
とした． 
 
ii)CMIP3への適用結果 
使用した 15個すべての AOGCMにおいて，
各解析期間（現在，将来前期，将来後期），
各シナリオ（SRESA1B，A2，B1）についてシ
ミュレーションがおこなわれているわけで
はなく，また，出力データが公開されていな
かったり，単に欠損したりしている場合も確
認された．また，AOGCMによって，その解像
度がそれぞれ異なるため，当然のことながら，
日本列島上に存在する格子点も異なる．また，
同じ解像度であっても，緯度0度（赤道上）
に格子点をおくか否かで，その格子点の分布
が異なる．原則として，各解析領域内の陸地
上に存する格子点を使用したが，格子点の分
布状況によっては，海上に存する格子点，さ
らに，解析領域の外側に存する格子点を使用
したAOGCM出力データもある． 
 JRA-25データセットのトレーニングデー
タ（1979～2004年の奇数年）により，500hpa
面比湿（hus500）と海面更正気圧（psl）の
値を用いて判別式が設定された． 
 同式にCMIP3データセットの15個のAOGCM
シミュレーション結果を代入し，その判別得
点と2群平均判別得点と比較し，どちらの群
側の値をとるかで，非豪雨／豪雨を判別した． 
福岡管区気象台管内のSRESA1Bシナリオにつ
いて，豪雨と判別された割合をグラフにまと
めると，図－1のようになり，将来に向かっ
て豪雨頻度が増えているように見える．さら
に，各AOGCMについて調べた3期間相互の間
の増減を，SRESシナリオごとに取りまとめ，
豪雨の頻度が増加する傾向を示したAOGCMの
割合を求めた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5つの解析領域の結果を3つのSRESシナリ
オごとに整理すると、現在から将来て豪雨頻
度が増えているように見える．さらに，各
AOGCMについて調べた 3期間相互の間の増減
を，SRESシリオごとに取りまとめ，豪雨の頻
度が増加する傾向を示したAOGCMの割合を求
めた． 
すべての解析領域における全体的な傾向
として，「現在気候に比べて，夏季豪雨の発
生頻度が増加する可能性が高い」ことがいえ
る． SRESB1シナリオの将来前期から将来後
期については，結果のばらつきが大きくなり，
豪雨発生頻度が増加すると判別したAOGCMの
割合は，依然 50%を超えるものの，全体的な
傾向と比較すると，顕著に少なくなっている．
そのため，「SRESB1シナリオ下では，将来前
期（2046～2065年）から将来後期（2081～
2100）への経過においては，どちらかと言え
ば 夏季豪雨の発生頻度が増える」といえる． 
なお，現在気候の再現性が疑われる AOGCM
も存在したが，このようなAOGCMシミュレー
ション出力データについての判別分析の結
果を除外したとしても，上述の傾向を打ち消
すものではなかった． 
 
4)結論 
我が国における，過去から将来（21世紀）
にわたる豪雨頻度の変動傾向を分析した結
果，「現在気候に比べて，夏季豪雨の発生頻
度が増加する可能性が高い」ことを明らかに
した．ただ，環境の保全と経済の発展を地球
規模で両立する「持続発展型社会シナリオ」
である SRESB1シナリオについては，結果の
ばらつきが大きくなり，「SRESB1シナリオ下
では，将来前期（2046～2065年）から将来後
期（2081～2100）への経過においては，どち
らかと言えば 夏季豪雨の発生頻度が増え
る」という結論に達した． 
 
 
(3)気候変動の洪水・渇水への影響 
1)背景と目的 
本研究では第四次評価報告書に用いられ
た GCMのうち,詳細な気候データを有するモ
デルをなるべく多く用いて地球温暖化が水
資源に及ぼす影響を評価した． 
 
2)解析対象と方法論 
対象とする河川は利根川とした．流域を再
現し,流量を計算するために本研究では,分
布型流出モデル WEB-DHMを使用した．GCMを
使用するにあたり IPCCの第四次評価報告書
で用いられた 25個全ての GCMの結果が使え
るわけではない．まず,二酸化炭素排出シナ
リオSRESA1bを実施していないモデルが2つ
あり 22個のうち気象データの作成に必要な
3-hourly dataを有しているモデルは 7つで
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図-1判別分析により求められた豪雨日数
の割合（福岡管区気象台管内，SRESA1Bシ
ナリオ） 



 

 

あり,そのうち必要な全ての気象データを有
し て い る の が CNRM-CM3,GFDL-CM2.0, 
MIROC3.2(hires),MIROC3.2(medres),MRI-CG
CM2.3.2の5つであった． 
流域シミュレーションに使用した,分布型
流出モデルWEB-DHMは現段階では融雪を再現
することが難しく,また,対象流域では洪水
は夏季に多いということを考慮に入れ流量
を算出する期間を,融雪の無い各年の 6月～
10月とし,各 6つの GCMについて 20C3Mの
1981年～2000年の現在気候と二酸化炭素排
出シナリオSRESA1bの2046年～2065年の将
来気候についてシミュレーションした． 
 
3)解析結果 
得られた各 20年分の流量から洪水と渇水
を評価する．本研究では夏季のみにおシミュ
レーションにとどまる．年間で評価した場合
と,夏季のみで評価した場合とどの程度の差
があるのかを前橋における 1984年～2003年
の 20年分の観測された日流量を基に考察す
る． 
本研究では,IPCCの SRESA1bに基づいた
GCMの出力結果から,降雨,気温,下方長波放
射,日射,風の気象要素を分布型流出モデル
に入力し,利根川上流域における地球温暖化
の影響を評価した． 
図-2は渇水日数の変化率を5つのGCMで比
較したグラフである．5個中4個のGCMで9％
～83％範囲で減少しており,渇水は減少傾向
にあることがわかる．これは明らかに将来減
少するという傾向を示しており,第四次評価
報告書に用いられた表現方法で表現すると"
利根川上流域では,将来渇水の減少する可能
性(likelihood)が高い(likely)"と言える．
平均では，と渇水日数は18％減少することが
分った． 
図-3は200年生起の流量の変化率を5つの
GCMで比較したグラフである．GFDL-CN2.0以
外のGCMでは洪水の脅威は125％～290％の範
囲で増大することが分った．5個中 4つのモ
デルで流量が増加している．平均すると 200
年生起の確率流量は実に約1.7倍にもなるこ
とがわかった． 
 
(4)まとめ 
本研究では，梅雨前線による我が国の豪雨
の発生，拡大，終息の物理的メカニズムと地
球温暖化による影響を定量的に理解すると
ともに，極端事象に対する河川・水資源分野
での適応策の指針を得るための影響評価解
析を実施した． 
近年頻発する水循環の極端事象の個々の．
すなわち，これらの極端事象を従来どおり定
常確率過程の中の特異現象として捉えるべ
きか，あるいは環境変動の移行期に現れる動
的な現象として捉えるべきかについては，現

象理解，予測可能性，気候変動予測における
不確定性からさらなる検証研究が必要では
あるが，地球規模の統合的で集中的な水循環
データおよび長期再解析データ，気候変動予
測モデルによる出力と，データ統合・解析シ
ステムを用いた，統合・解析手法のプロトタ
イプが構築された． 
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